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研究成果の概要（和文）：本研究は，1990 年代から現代までに至る「政界再編」と「省庁再

編」という２つの再編期に，どのように「政策再編」が生じたのかを理論的・実証的に分

析した．これにより，「政策再編」時に通底した制度設計上の論点や課題を把握した．あわ

せて，将来的な「政策再編」を実施する上での実践的含意・方向性の検討を行った． 

本研究の成果は，『政策変容と制度設計―政界・省庁再編前後の行政―』（ミネルヴァ書

房，2012 年）として公刊した．同書では，「序章政策変容と政界再編・省庁再編」（金井利

之）では，政策変容と政界再編・省庁再編の動態と理論的含意を分析した．次いで，「第Ⅰ

部政策の横断的処理」では「第 1 章統治機構」（伊藤正次），「第２章予算編成」（曽我謙悟），

「第３章総合行政主体」（姜光洙），「第４章統計制度」（松井望）と，政策変容に共通する

横断的な処理に関する 4 テーマの考察を行った．次いで，「第Ⅱ部政策領域の生成」とし

て，「第５章地球環境政策」（久保はるか），「第６章野生動物保護管理政策」（打越綾子），

第７章景観政策」（田丸大），「第８章観光政策」（田口一博）と政界・省庁再編期で新たに

生成した 4 つの政策領域への分析を行った．「第Ⅲ部政策の統合再編」では，第９章 原

子力安全規制政策」（城山英明），「第 10 章規制改革」（田辺国昭），「第 11 章通商政策」（金

燦東），「第 12 章医療政策」（飯間敏弘）と，政界・省庁再編期以前から存続し，同期に統

合・再編した 4 つの政策分野への分析を行った．最後に「終章政策再編への制度設計」（金

井利之）では政策再編の政治行政上の特性と制度設計上の含意を明らかにした． 

また，本研究では，成果となる本書をもとに，国内外の研究者による公開研究会を開催

し，同研究内の更なる考察と社会的普及を行った． 

 

研究成果の概要（英文）：In this study, we analyzed "How were’ Policy reorganization’ occurred in the 

1990s?". As the results of this research, We published "Policy transformation and Institutional design 

"(Minerva,2012). In this book, we analyzed the theoretical implications and dynamics of political 

restructuring and reorganization of government ministries and policy transformation. We analyzed for 

the following policy. " Governing structure" " Budgeting process" , "Local Government" ,"Statistical 

system" , " Global Environmental policy ", " Wild animal protection management policy ", "Landscape 

policy","Tourism policy ","Nuclear safety regulatory policy", " Regulatory reform," " Trade Policy 

","Health Policy". 
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代より，日本の政治・行政は大き

な変革期にある．具体的には，選挙制度改

革と自民党一党政権の終焉を端緒とした

「政界再編」と，橋本首相により開始され，

小泉首相により十全に活用されたといわれ

る「省庁再編」である． 

２つの再編は，現在も変動の途上にある．

これらの「政界再編」と「省庁再編」は，

決してそれ自体が目的となるわけではなく，

両者が具体的な政策再編に結びついて初め

てその効果が検証されることになる． 

そこで，本研究を通じて，「政界再編」と

「省庁再編」という２つの再編期のなかで，

実際にどのように「政策再編」が生じたの

かという課題を理論的かつ実証的に分析す

ることとした．  

 

２．研究の目的 

「政界再編」と「省庁再編」は，ともに

旧来の自民党一党支配体制のなかの政策シ

ステムの閉塞感から発生したものであった．

自民党一党支配体制のもとでは，首相を中

心とする強力な内閣氏・官邸レベルの強力

な執政体制は構築されず，省庁縦割を前提

とした既存の政策領域ごとに，省庁官僚・

自民党族議員・関係業界等利益団体からな

る「省庁共同体」(森田朗『改訂版現代の行

政』（放送大学教育振興会，1996 年）105

頁，森田朗『制度設計の行政学』（慈学社，

2007 年）369 頁)のなかで，政策の形成・

決定・実施がなされてきた．  

しかしながら，このような「省庁共同体」

を母体とする政策システムは，その「仕切

り」の内部に巧く収まらない，横断的ある

いは新規の課題が発生したときには，迅速

かつ適切に対応することができないことが

あり，新規課題解決のための桎梏要因とし

て機能することが，これまでの行政学・政

策学を中心とした研究蓄積において明らか

にされてきた．  

1990 年代からの政治経済のグローバル

化の一層の進化や，経済的停滞や，少子高

齢化の進行により，既存の政策システムの

機能不全が意識されるようになり，「政界再

編」と「省庁再編」に繋がっていった．こ

のような「政界再編」と「省庁再編」は，

政策形成・実施といった制度の変更が進め

られたものであり，それ自体では，新たな

政策課題に適切に対応し，「執行可能性」（ク

リストファー・フッド（森田朗/訳）『行政

活動の理論』（岩波書店，2000 年）84 頁）

内包した政策システムの生成につながると

は限らない． 

そこで，本研究では，政治学・行政学分

野において豊かな研究蓄積がなされてきた

「政界再編」と「省庁再編」に関する分析

結果を踏まえつつ，2 つの再編期以降，特

に，2000 年以降において進められた，わが

国における「政策再編」の様相を「制度設

計（Institutional design）」の観点から，「政

策再編」の要因とその形態の抽出とともに，

再編時における「制度設計」上の含意と実



施状況に関して，実証的に分析することを

目的とした． 

 

３．研究の方法 

本研究では，一定期間の様々な「政策再

編」を対象とした再編事例の考察を図り，

理論な総合化・包括化を図ることを目的と

するため，自ずと研究代表者一人での取組

としては限界がある． 

そのため，本研究では，「政策再編」と「制

度設計」に関する理論分析とともに，新た

に生成された政策領域への分析，既存政策

の統合・再編領域への分析，政策再編を推

進する横断的処理への分析の 4 テーマを設

定し，一次資料，二次資料，各種研究文献

の収集及び蓄積をはかるとともに，「政策再

編」に関与をした有識者・実務家に対する

聴き取り調査等を実施した． 

そして，研究代表及び分担者等から構成

される研究会体制を整備し研究成果の報告

と研究会分担者は，個別の「政策再編」事

例に関する各種調査の実施及び関連資料・

文献資料の収集結果に関する報告を通じて，

各個別テーマの分析の深化と「政策再編」

全体に共通する特性の把握に努めた．  

 

４．研究成果 

以上の研究目的及び方法の下，本研究で

は，1990 年代から現代までに至る「政界再

編」と「省庁再編」という２つの再編期で，

どのように「政策再編」が生じたのかを理

論的・実証的に分析した．これにより，「政

策再編」時に通底した制度設計上の論点や

課題を把握した．あわせて，将来的な「政

策再編」を実施する上での実践的含意・方

向性の検討を行った． 

本研究の具体的な成果は，『政策変容と制

度設計―政界・省庁再編前後の行政―』（ミ

ネルヴァ書房，2012 年）として公刊した． 

同書では，まず「序章政策変容と政界再

編・省庁再編」（金井利之）で，政策変容と

政界再編・省庁再編の動態と理論的含意を

分析した．次いで，「第Ⅰ部政策の横断的処

理」では，「第 1 章統治機構」（伊藤正次），

「第２章予算編成」（曽我謙悟），「第３章総

合行政主体」（姜光洙），「第４章統計制度」

（松井望）と政策変容に共通する横断的な

処理に関する 4 テーマの考察を行った． 

そして，「第Ⅱ部政策領域の生成」では，

「第５章地球環境政策」（久保はるか），「第

６章野生動物保護管理政策」（打越綾子），

第７章景観政策」（田丸大），「第８章観光政

策」（田口一博）を対象に，政界・省庁再編

期で新たに生成した 4 つの政策領域への分

析を行った． 

続く「第Ⅲ部政策の統合再編」では，第

９章 原子力安全規制政策」（城山英明），

「第 10 章規制改革」（田辺国昭），「第 11

章通商政策」（金燦東），「第 12 章医療政策」

（飯間敏弘）と政界・省庁再編期以前から

存続し同期に統合・再編した 4 つの政策分

野への分析を行った． 

最後に「終章政策再編への制度設計」（金

井利之）では政策再編の政治行政上の特性

と制度設計上の含意を明らかにした． 

なお，本研究の成果となる本書をもとに，

国内外の研究者による公開研究会を開催し，

同研究内の更なる考察と社会的普及を行っ

た． 
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http://g-ken.life.coocan.jp 
 
③website of nozomimatsui 
https://sites.google.com/site/nozomimats
ui/ 
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